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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では、外国人児童生徒教育を効果的に実施するための方法を、教員個人の指導力向上
と、学校組織としての指導力向上の 2 つの観点から検討した。その結果、次のような成果を得
た。 
 ・外国人児童生徒教育に携わる教員が必要とする指導力とその形成過程を明らかにした。 
・指導力形成過程を踏まえて、現職教員対象の研修教材の開発を行った。 
・外国人児童生徒教育の効果的な指導体制づくりの方法を、授業改善をテーマとする校内研

修を手がかりにして明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 From the perspective of the teacher's each teaching skills and of the organizational 

skills, the study examined how we can work effectively in education for foreign students 
who need to learn Japanese. Through the examination, I got following three results. 
    ・I cleared up the contents of teacher's teaching skills needed for supporting foreign 
students. And I cleared up the process in which teachers acquire those skills.  

・Based on the research results, I developed teaching materials for teacher training. 
・I explained the way of constructing the effective teaching system for education 

for foreign students by using teacher training about lesson improvement at school. 
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１．研究開始当初の背景 
外国人児童生徒を受け入れている学校の

実態を踏まえると、外国人児童生徒教育を進
めていく上での最も大きな問題として、次の
2 点が指摘できた。 

第一に、外国人児童生徒の指導を担当する
教員が指導技術を十分に習得していないこ
とである。 
そのため、当時は、効果的な指導法やカリ

キュラムの開発に関心が向けられがちであ
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った。しかしながらそれだけでは十分ではな
い。それと同時に、指導者育成のための環境
を整えていく方法を検討する必要がある。 
第二に、外国人児童生徒を受け入れる体制

が学校に整っていないことである。 
そのため、外国人児童生徒教育を学級間や

教員間で連携して行えるような組織づくり
の方法について検討する必要がある。 
 そこで、本研究は、教員が円滑に外国人児
童生徒教育を行えるように支援するための
システムの開発を目的とした。具体的には、
教員個々人への直接的サポートと、個々の教
員の力が発揮できるようにするための学校
組織を介した間接的サポートという2つの観
点からシステムの構築を図ることにした。 
先行研究の多くは、外国人児童生徒教育を

充実させるための条件を、「教員－子ども」
という対面的な指導行為の中に見出そうと
してきた。しかし、「教員－子ども」に注目
するだけでは、外国人児童生徒教育の拡がり
を期待することができない。そのため、本研
究では、「教員－子ども」だけではなく、「教
員－教員」、「教員－学校」という、より大き
な指導環境を視野に入れて、外国人児童生徒
教育拡充のための条件を明らかにしようと
した。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本語指導が必要な外国

人児童生徒の受け入れと指導を円滑に行い、
さらに外国人児童生徒教育の質的、量的な拡
充を図るための、学校・教員支援システムの
開発を行うことである。 
 具体的には、2 つの研究課題を設定し、学
校・教員支援システムの開発を試みた。 
 
（１）研究課題Ⅰについて 
研究課題Ⅰは、①外国人児童生徒教育を担

当する教員に求められる指導力の中身を解
明することと、②その指導力形成過程を明ら
かにすることである。 
外国人児童生徒教育を担当する教員が必

要とする指導力がいかなる知識や技術等に
よって構成されるのか、外国人児童生徒の指
導年数を経るにしたがって指導力の中身が
どのように変化していくのか、あるいはどの
ような指導力の発揮を期待されるようにな
るのか、などを明らかにすることとした。 
 

（２）研究課題Ⅱについて 
研究課題Ⅱは、①外国人児童生徒教育の指

導体制モデルを明らかにすることと、②指導
体制づくりの状況を把握するための組織診
断票を開発することである。 
外国人児童生徒教育を効果的に実施しう

る学校の指導体制モデルを構築し、指導体制
づくりに必要な諸条件の整備状態を点検し

改善していくための組織診断票を開発する
こととした。 
 
３．研究の方法 
（１）研究課題Ⅰについて 
外国人児童生徒教育を担当する教員が必

要とする指導力の中身とその形成過程を明
らかにするために、2 つの調査を行った。 
第 1 次調査として、外国人児童生徒の指導

経験が 4 年以上ある公立小・中学校教員に対
して、聞き取り調査を実施した。また、第 2
次調査として、指導経験年数の長短を問わず
外国人児童生徒の指導経験のある教員に対
して、質問紙調査を実施した。第 1 次調査お
よび第 2 次調査は 2007～2008 年度に行い、
2009 年度にその分析結果を踏まえ、指導力の
中身の解明と指導力形成過程のモデル化を
行った。 
また、指導力形成過程を踏まえ、指導力の

向上に資する方法を検討するため、教員研修
用教材の開発を試みた。2009 年度は自学用教
材を、2010 年度は校内研修用教材を開発した。
開発の過程では、事例校の協力を得て、教材
の効果性の検証を行った。 
 
（２）研究課題Ⅱについて 
 外国人児童生徒教育の指導体制のあり方
を検討するため、2007～2008 年度は、百数十
校の小・中学校の実態に関するデータの収集
を、訪問調査および自治体発行資料等を手が
かりにして行った。その中から、外国人児童
生徒の在籍人数や母語・文化的背景等の観点
から、特徴の異なる 7 校・地域を抽出し事例
とした。2009～2010 年度に継続的に事例校・
地域を訪問し、授業の観察や教員・管理職に
対する聞き取り調査を行った。 
調査では、外国人児童生徒教育を全校的な

取り組みに位置づけるようになった経緯あ
るいは複数校で取り組むようになった経緯
やその背景、外国人児童生徒教育を担当する
教員の校内での位置づけと役割、日本語指導
教室と在籍学級との関係、校内の教員間の連
携の様子、校外の諸機関との連携の様子など
について明らかにした。 
 
４．研究成果 
2 つの研究課題の解明を試みた結果、次の

ような成果を得ることができた。 
 

（１）指導力の中身の解明 
 2007～2008 年度に実施した教員調査（聞き
取り調査、質問紙調査）のデータ分析によっ
て、外国人児童生徒の指導を担当する教員に
求められる指導力の中身について、次の点を
明らかにした。 
・ 外国人児童生徒の指導に必要な力の多く

が、外国人、日本人を問わず、「子ども」



 

 

の指導上で教員一般に必要とされる指導
力と重なること。その力は、例えば、教科
指導力、メンタルサポート力、学級経営力、
生徒指導力などである。 

・ 外国人児童生徒の指導ゆえに特別に求め
られる知識や技術等は、日本語指導力、異
文化理解力、語学力など限られること。換
言すると、「外国人」の指導ゆえに「日本
人」の指導に必要とされる力と大きく異な
る力は、日本語指導力や異文化理解力など、
ごく狭い領域に限定されるということ。 

・ 外国人児童生徒の指導に必要な力は、個々
の教員が自身の内に蓄える力だけではな
いということ。他者と協力して指導を行っ
ていくために、他者に働きかけたり他者と
関わったりするための情報収集力やネッ
トワーク力も同時に求められるというこ
と。 

 以上の点を踏まえ、外国人児童生徒の指導
に必要な指導力の構造が、「教員として一般
に求められる力」を基盤として、その上に
「“外国人”の指導に必要な新しい知識・技
術」（教員自身の内に蓄える力）と「情報収
集・ネットワーク力」（他者と関わる力）が
並列に位置づくことを明らかにした。 
 
（２）指導力形成過程のモデル化 
2007～2008 年度に実施した教員調査（聞き

取り調査、質問紙調査）のデータ分析の結果
を踏まえ、外国人児童生徒教育に関する指導
力の形成過程を、1 つのモデルとして示した。
そのモデルでは、指導力の形成過程には大き
く 3 つのパターンがあることを示した。 

外国人児童生徒の指導担当当初は、いずれ
のパターンにおいても、教員は外国人児童生
徒教育に関する専門的な知識のない状態か
ら出発する。にもかかわらず、指導経験が 1
年を超える頃から3つのパターンに分化して
いく。その分化の要因として明らかになった
ことは次の点である。 
・ パターン A とパターン B の違いは、外国

人児童生徒の指導に関する課題等の認識
が、日本語指導という範囲に止まるか否か
という点にある。 
パターン A では、指導経験を 2 年 3 年と

積んでも、いつまでも「日本語の指導技術
の向上」に関心がとどまる。 
一方、パターン B では、指導経験を積む

につれ、「日本語の指導技術の向上」以外
の領域にも目が向き、「学力向上」や「心
のケア」など、他の指導領域に関わる力の
習得を心がけようとする。 

・ パターン A とパターン B の相違を生み出
す要因は、教員経験や学級担任経験である
ことが仮説的に指摘できる。その理由は、
外国人児童生徒の指導に必要な力の基盤
をなすのが「教員として一般に求められる

力」であることを踏まえると、この部分の
力の習得にかかわる教員経験や学級担任
経験の影響は小さくないと考えられるか
らである。 

・ パターン B とパターン C の違いは、外国
人児童生徒の指導の全体像が把握できる
までに要する時間の長短である。 
パターン B では、「日本語以外の指導領

域」に目が向くようになるのは指導経験 2
～3 年経過後、「指導体制の整備」を目指
すようになるのは指導経験 4 年経過後で
ある。 
一方、パターン C では、指導経験 1 年経

過後頃からすでに「日本語以外の指導領
域」に目が向くようになり、指導経験 2～
3 年経過後頃からは「指導体制の整備」を
目指すようになる。 

・ パターン B とパターン C の相違を生み出
す要因は、「教員の指導をサポートする環
境」の有無である。こうしたサポート環境
の有無によって、教員が指導に必要な情報
を集めたり、教材を作成したり、指導協力
者との役割分担の仕方を考えたりするた
めに要する時間や手間が大きく異なる。 

 以上の点を踏まえ、外国人児童生徒の指導
に必要な力の形成過程では、教員経験や学級
担任経験を通じて習得される「教員として一
般に求められる力」の習得程度と、「教員の
指導をサポートする環境」の有無が、大きな
影響要因となることを指摘した。 
 
（３）教員研修用教材の開発 
 外国人児童生徒の指導に必要な力の形成
過程において、教員経験・学級担任経験とサ
ポート環境の有無が、指導力形成に要する時
間の長短を大きく左右することを明らかに
した。そこで、「教員の指導をサポートする
環境」づくりの 1 つの方法として、教員研修
の充実を図る必要性を指摘し、研修用教材の
開発を試みた。 
 教材開発にあたり、教員個人の指導力向上
に資する教材と、学校組織としての指導力向
上に資する教材の2種類を開発する意義を確
認した。そして、教員の自学用教材（1 つ）
と、校内研修用教材（2 つ）を開発した（計
3 つ）。教員の自学用教材の開発にあたり、外
国人児童生徒の指導経験が豊富な現場の教
員の協力を得た。また、校内研修用教材の開
発にあたっては、2 つの自治体と協力しなが
ら、学校現場のニーズと現状を把握しながら
行った。開発した教材は、いずれも一般書籍
ないしウェブサイトの形で公表し、広く利用
可能となるようにした。 
 

（４）指導体制づくりに必要な諸条件の解明 
 外国人児童生徒教育を効果的に行うため
の指導体制づくりの方法を、事例校・地域の



 

 

取り組みを継続的に参観調査しながら検討
した。 
その結果、学校間で指導体制に相違をもた

らす主たる要因となるのが、外国人児童生徒
教育に関する校長の指導方針、日本語指導担
当教員に関する校内人事、日本語指導教室の
時間割（授業方法）、などであることを明ら
かにした。そして、これらの諸要因の状態に
よって、指導体制の成熟度が一定程度測定で
きることを明らかにした。 
また、在籍する外国人児童生徒の人数や母

語・文化的背景等に応じて、指導体制づくり
には異なる方法が有用であること、さらに、
小学校と中学校とでは指導体制づくりの方
法が大きく異なることを明らかにした。 
 
 以上の成果については、これまで外国人児
童生徒教育において解明が行われてこなか
った点である。特に、外国人児童生徒教育に
おける教員の指導力形成過程を明らかにし
たことは、今後、指導力の向上に資する諸条
件の解明を容易にする道を開いたといえる。
その第一歩として、本研究では、外国人児童
生徒教育に関する教員研修用教材の開発を
行ったが、こうした研修用教材の開発はいま
だ十分には行われておらず、本研究がその端
緒となったといえる。 
 一方で、本研究では、指導体制づくりに資
する組織診断票の開発を行った。試案の開発
までは行うことができたが、組織診断票の有
効性の検証までには至ることができなかっ
た。その理由は、効果的な指導体制づくりの
要因の解明と要因間の相互関係の分析に時
間を要したためである。 
 今後は、組織診断票の完成に向けて引き続
き努力するとともに、組織診断票を用いて学
校の組織改善の方法を検討していく。さらに、
組織診断票と教員研修とを組み合わせて、効
果的な学校支援プログラムの開発を行って
いくことを予定している。 
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